
「いわしの町」九十九里。 

古くからいわし漁が盛んで、全国有数の水揚げ高を誇る。 

ごま漬け、みりん干し、煮干など昔から伝えられている加工方法のほか、昨今の

健康ブームにあやかった、さまざまな「いわし料理」が紹介されてきている。 
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羅　針　盤

九十九里町は、九十九里浜のほぼ中央に位置

し、都心からも60キロ圏内と程近く、東には雄

大な太平洋を望み、あふれる太陽と黒潮がもた

らす豊かな自然に恵まれた海浜文化都市です。

今年も本州一早い「海開き」が昭和の日の 4月

29日に行われ、この夏は約40万人の海水浴客と

ともに、観光立町を称える我が町は最大の活気

に満ち溢
あふ

れました。

地方の活力なくして国の活力はないといわれて

おりますが、地方が元気になるためには地方分権

を推進する必要があり、そのためには事務権限や

財源の移譲とともに、組織の担い手である職員自

身の意識改革を推進する必要があります。

中国で開催された北京オリンピック。

さまざまなドラマがあり、選手はもちろんの

こと、観戦する側の私たちにも大きな感動を与

えてくれました。なぜでしょう。それは、「今」

そのときを精一杯戦っていたからではないでしょ

うか。年齢などの運もありますが、4 年に一度の

「その日、そのとき」に自らのピークをもってい

く集中力は並大抵のことでは成し得ません。

一生懸命な姿は、周囲の人に感動を与えます。

職場でも同じです。一生懸命な姿は必ず誰か

がみています。同僚であり、先輩であり、もち

ろん上司であるはずですが、それが、住民であっ

たとき、あなたの評価、役場の評価の善し悪しに

つながってくるのです。

事務・組織の統廃合や職員数の削減など、職

員にとっても、組織にとっても厳しい時代にあ

り、このような中で住民満足度を向上させてい

くには、職員一人ひとりが意欲や能力をどのよ

うに発揮できるかが重要となります。従来の慣

行にとらわれず、いかに住民のニーズに対応で

きるかが問われてくるのです。

皆さんは今日まで、さまざまな研修を重ね、

公務員として、プロとして、その技量を高めて

きました。あなたは役場の代表です。

今一度、自分自身を振り返ってみてください。

すべての基本に「あいさつ」と「誠意」は不可

欠です。あなたから見た住民は多数でも、相手

にはあなたがすべてなのです。あなたの評価、

役場の評価は、そのときの印象ひとつで決まっ

てしまうのです。

常に皆さんは注目をされています。皆さんは

「やればできる」職員です。その「やる気」をい

つ発揮するか、どこで発揮するか、それは「今」

なのです。

社会経済の状況も先行きが不透明で、原油の

高騰など一般家庭へ与える影響も重大です。国

における地方交付税の見直しなど、地方財政を

取り巻く状況は、厳しさを増しており、効果

的・効率的な行財政運営を推進していくために

も、今こそ、初心に返り、自分自身を奮い起こ

していただきたいと思います。
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最大限に発揮せよ！



1986年東京弁護士会登録　2005・2006年度同弁護士会弁護士業務委員会委員長　2007
年度同弁護士会副会長　同委員長在任時に同委員会内に自治体債権管理問題検討チー
ムを立ち上げ、同検討チームの座長として東京都江戸川区の債権管理条例、債権管理
マニュアルの策定に関与　同検討チームは2008年 7 月（株）ぎょうせいから「自治体
のための債権管理マニュアル」を発刊　同年 6 月同検討チームのメンバーが中心と
なって千葉県自治研修センターにおいて債権管理に関する職員向け研修を実施
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特　集　「債権管理の基礎知識」特　集

　逼迫した財政の健全化が自治体運営の最重要課題となっている今日、徹底した支出の抑制はも
とより、収入の増加が強く望まれるところである。特に地方税その他の公債権はもちもんのこと、
各種貸付金償還金その他の私債権の未納問題も社会的にクローズアップされ、自治体における債
権管理のあり方に関心が集まっている。 
　そこで今回の特集では、増え続ける滞納事案を解決するために、基礎である債権管理の法的位
置付けの解説を「自治体債権管理問題検討チーム」を立ち上げた弁護士の須田徹氏から、債権管
理・回収の留意点を自治体法務研究所代表の江原勲氏から学び、さらに各種対策に取り組んで滞
留した債権の整理が進んだ江戸川区の事例から、対策の具体的な取り組み過程を浦安市の事例か
らそれぞれ学ぶこととする。 

マイスタット法律事務所　弁護士 須　田　　　徹（スダ　トオル）
PART 1 自治体債権の管理にかかる基礎知識

PART 3 事例紹介 1
江戸川区の債権管理に関する取り組みについて

事例紹介 2
浦安市の債権管理への取り組み

自治体法務研究所　代表 江　原　　　勲（エバラ　イサオ）
PART 2 自治体債権管理・回収の留意点

江戸川区総務部納税課特別整理係　係長 淡　路　公　機

浦安市財務部財政課　課長 新　宅　秀　樹

1941年､東京都生まれ
東京都法務部の職員として、通算22年間、都の民事訴訟、行政訴訟に従事、2001年
退職後、数人で自治体法務研究所を設立し、自治体法務に関する各種講義、執筆活
動を行っている。
現在、市町村アカデミー客員教授、自治体法務研究所代表



1 はじめに　

債権管理とは、債権について債権者として行

うべき保全、取立て、内容の変更及び消滅に関

する事務をいう。具体的には、日常の台帳・ファ

イルの管理、収納管理、遅滞が生じた場合の督促、

納付相談、債務者との示談が成立した場合の合

意書面の作成、債務者に信用不安が生じた場合

の保全措置、任意に弁済が為されない場合の訴

訟提起、強制執行等の法的手続の遂行、時効完

成等を理由とする不納欠損処理等である。これ

らの債権管理にかかわる業務は、債権の発生の

根拠法たる各種行政法規や条例、債権管理にか

かわる地方自治法、同施行令の規定※1 、民商法

等の民事実体法、民事訴訟法、民事執行法等の

民事手続法、その他の法令に則って行われなけ

ればならない。

もとより、本稿においてこれらの全てにわたっ

て説明することは不可能である。本稿では、自治

体債権※2に特有の問題について論述するにとどめ

るが、ここで述べることは債権管理を担当する自

治体職員の方々全員が必ず知っておかなければな

らない最低限の基礎知識といってよい。

2 自治体が管理の対象としている債権

自治体が財産※3として管理の対象としている

債権は、金銭の給付を目的とする権利、すなわ

ち、金銭債権である（自治法240条 1 項）。公法

上の原因に基づいて発生する債権（以下「公債

権」という。）※4であると、私法上の原因に基づ

いて発生する債権（以下「私債権」という。）※5

であるとを問わない（公債権と私債権の区分に

ついては後述する。）。

公債権は、漓 地方税の滞納処分の例により強

制徴収できるもの（以下「強制徴収公債権」と

いう。）と、滷 滞納処分の例によることができな

いもの（以下「非強制徴収公債権」という。）と

に区分できる※6 。

「強制徴収公債権」、「非強制徴収公債権」、

「私債権」という 3 種類の債権は、以下に述べる

とおり、債権管理の方法及び時効制度等につい

てその取り扱いを異にしているので、債権管理

を進めていくうえではこの点に充分留意する必

要がある。
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マイスタット法律事務所　

弁護士 須田　　徹

自治体債権の
管理にかかる基礎知識

※1 以下、地方自治法を「自治法」、地方自治法施行令を「自治令」
と略称する。

※2 「自治体」とは、自治法上の普通地方公共団体をいう。以下、
本稿では「自治体」という用語を用いる。

※3 自治法において、自治体の「財産」とは、公有財産、物品及び
債権並びに基金をいう（自治法237条 1 項）。

※4 地方税がその典型例である。
※5 貸付債権がその典型例である。
※6 地方税の滞納処分の例により処分することができるのは、分担

金、加入金、過料及び法律に定めがある使用料その他の債権だ
けである（自治法231条の 3・3項）。



3 収納管理

収納管理は、担当職員にとって、日常、繰り

返し行っている手慣れた事務であると思われる

が、その法的根拠を知っておく必要があると思

われるので、以下に収納管理に関する自治法、

自治令の規定について説明しておく。

（ 1 ）歳入の調定及び納入の通知

自治体の歳入を収入するときは、政令の定

めるところにより、これを調定し、納入義務

者に対して納入の通知をしなければならない

（自治法231条）。

自治法231条は、公債権、私債権の双方に適

用がある。したがって、私債権であってもこ

の手続きを履践する必要がある。

（ 2 ）納入の方法

債権の徴収金は、窓口での金銭納付のほか、

銀行、郵便局での口座振替による納付、証券

納付もできることになっている（自治法235条

2項、自治令155条、156条、168条）。

4 自治体の長がなすべき措置

債務者が履行遅滞に陥った場合はもとよりの

こと、債務者に何らかの信用不安が生じた場合

には、回収のための措置や債権保全の措置を速

やかに講ずる必要がある。

（ 1 ）督促

債務者が履行遅滞に陥った場合、まず最初

に措置しなければならないのが督促である。

公債権については自治法231条の 3・1項が、

私債権については自治法240条 2 項を受けて自

治令171条が、履行期限までに履行しない者が

あるときは、期限を指定してこれを督促しな

ければならない旨規定している※7。

上記のとおり、公債権、私債権のいずれに

ついても督促の定めがあるが、債権の性質に

より督促の法的意味合いは異なる。公債権に

あっては、督促は一つの行政処分であり、行

政不服審査の対象となる（自治法231条の 3・

5 ～ 9 項参照）。また、後述のとおり、絶対的

な時効中断の効力がある。強制徴収公債権に

あっては、滞納処分の前提要件であり、督促

がなされない限り、滞納処分手続きに入れな

い。私債権にあっては、民法上の催告と同義

である（ただし、公債権同様、時効中断につ

いては絶対効がある。）。

なお、督促をした公債権については、条例

に定めることにより手数料及び延滞金を徴収

することができる（自治法231条の 3・2 項）。

私債権については、自治法231条の 3・2 項の

適用はない。

（ 2 ）強制執行等

督促をした結果、債務者から何らかの連絡

があった場合は、納付交渉・納付相談に入る

が、支払いがなく、かつ何らの連絡もないと

きには、原則として、漓 担保権の実行、滷 強

制執行、澆 訴訟手続きによる履行の請求（非

訟事件の手続を含む。）の措置を採らなければ

ならない（自治令171条の 2 ）。漫然と督促を

繰り返している例を多く見受けるが、そのよ

うなことは許されない。例外として、上記措

置を採らなくてもよいのは、後記徴収停止ま

たは後記履行延期の特約等の措置を採る場合

その他特別の事情があると認める場合だけで

ある。

自治令171条の 2 は、強制徴収公債権につい

ては適用を除外している。これは、同債権に

4

特　集　「債権管理の基礎知識」

※7 自治令171条は、自治法231条の 3・1 項に規定する歳入に係る債
権、すなわち、分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他
の自治体の歳入に係る債権については、その適用を除外している。
自治法231条の 3・1 項の「その他の自治体の歳入」とは公

.
法
.
上
.
の

歳入をいうと解されており（岡裕二・ぎょうせい「最新地方自治
法講座8 」財務( 2 ) 303頁）、自治令171条の適用があるのは、公債
権以外の債権、すなわち、私債権ということになる。



ついては、地方税法の例により強制徴収する

ことができるからである。したがって、同条

の適用があるのは、私債権及び非強制徴収公

債権だけということになる。

（ 3 ）履行期限の繰上げ

債務者が履行を遅滞しているということは

債務者に信用不安が生じているということで

あるが、信用不安が生じた場合、期限の到来

を待っていたのでは回収できるものも回収で

きなくなってしまう。信用不安が生じた場合

には、期限の利益を喪失させて残金を一括請

求する必要がある。

自治令171条の 3 は、債権について履行期限

を繰り上げることができる理由が生じたとき

は、遅滞なく、債務者に対し、履行期限を繰

り上げる旨の通知をしなければならない旨規

定している。漓 債務者が破産手続開始の決定

を受けたとき、自ら担保をき滅し、又はこれ

を減少させたとき、担保を提供する義務を負

いながらこれを供しないとき（以上、民法137

条）、滷 期限の利益の喪失条項※8を契約に定

めている場合で、それに該当する事実がある

ときなどがこれにあたる※9。

自治令171条の 3 は、適用を除外する旨の定

めがない。したがって、公債権、私債権、双

方に適用がある。

（ 4 ）債権の申出等

債務者が支払不能の事態に陥った場合、他の

債権者が先んじて強制執行の手続きを採った

り、債務者自らが破産を申し立てたりするこ

とがある。また、支払不能とは別の理由で、

債務者について財産の清算手続きが開始され

ることがある。そのような場合、直ちに、債

権の申出をなし、あるいは、債権を保全する

ため必要があると認めるときは、債務者に対

し、担保の提供（保証人の保証を含む。）を求

め、又は仮差押え若しくは仮処分の手続きを

とる等必要な措置をとらなければならない

（自治令171条の 4 ）。

自治令171条の 4 は、上記（ 3 ）と同じく、

公債権、私債権、双方に適用がある。

5 自治体の長がなすことのできる措置

（ 1 ）徴収停止

債務者が行方不明になったり、法人である

債務者が事業をやめてしまった場合などは事

実上徴収ができなくなることが多い。また、

金額が少額で、訴訟等の手段を採ることが経

済的合理性に欠けることがある。

自治令171条の 5 は、そのような場合であっ

て、かつ所定の要件を備えているときは、以

後その保全及び取立てをしないことができる

旨規定している。

自治令171条の 5 は、強制徴収公債権の適用

を除外しているので、適用があるのは私債権

及び非強制徴収公債権だけということになる。

強制徴収公債権については、滞納処分の執行

停止（地方税法15条の 7 ）の例による。

（ 2 ）履行延期の特約等

滞納金を分納したり、滞納金を含めた各回

の償還金の金額を減額したりする場合には、

本来の履行期限を変更する必要が生ずる。

自治令171条の 6 は、そのような場合であっ

て、かつ、債務者が無資力又はこれに近い状

態にあるときなど、所定の事由に該当する場

合においては、その履行期限を延長する特約

5
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※8 貸付金条例に期限の利益の喪失条項がないのは問題である。その
ため、分割払いの貸付金の場合、既経過分の未納金しか請求でき
ない。それでは迅速且つ的確な債権回収ができない。

※9 なお、法定の繰上事由として、相続について限定承認があったと
き（民法930条）、財産分離の請求があったとき（同947条）、相続

財産法人が成立したとき（同957条）等がある。これらは債務者
に信用不安が生じた場合ではない。繰上事由とされているのは財
産を清算して配当する必要上、期限の到来を待っていたのでは清
算事務に支障をきたすからである。これらの場合にも自治令171
条の3の適用がある。



又は処分をすることができる旨規定している。

この規定によって、いわゆるリスケ（リスケ

ジュール）が可能であるが、その適用にあたっ

ては要件該当性を疎明する資料を債務者から提

出させることが肝要である。

履行延期は、私債権にあっては契約により、

非強制徴収公債権にあっては処分により行う。

自治令171条の 6 は、強制徴収公債権の適用

を除外しているので、適用があるのは私債権

及び非強制徴収公債権だけということになる。

強制徴収公債権については、徴収猶予（地方

税法15条ないし同条の 4 ）、又は換価の猶予

（同法15条の5、6 ）の例による。

（ 3 ）免除

徴収不能若しくは徴収困難であることが明

らかな債権については、債権を放棄し、債権

管理の対象から除外することが妥当である。

債権を放棄するには議会の議決が必要である

が、「法律若しくはこれに基づく政令又は条例

に特別な定めがある場合」には個々の権利放

棄について個別の議決を要しない（自治法96

条 1 項10号）。自治法240条 3 項に基づく自治

令171条の 7 による免除※10は法令に定めがあ

る場合の一つである（したがって、議会の議

決は不要）。

自治令171条の 7 は、「債務者が無資力状態

にあるため履行延期の特約又は処分をした債

権について、当初の履行期限（当初の履行期

限後に履行延期の特約又は処分をした場合は、

最初に履行延期の特約又は処分をした日）か

ら10年を経過した後において、なお、債務者

が無資力状態にあり、かつ、弁済することが

できる見込みがないと認められるとき」と規

定しており、適用要件が極めて厳格である。

実際には、ほとんど使えない規定だと思われ

る。不納欠損処理を適正・的確に行うために

は、債権管理条例を制定し、徴収不能若しく

は徴収困難であることが明らかな債権につい

ては債権放棄することができる旨の規定を設

けるとよい（前記自治法96条 1 項10号参照）。

なお、自治令171条の 7 は、履行延期の特約

等を前提とするので、適用があるのは私債権

及び非強制徴収公債権だけである。強制徴収

公債権については、地方税法の減免規定によ

る（同法61条、72条の62等）。

6 訴えの提起、和解等

自治体を当事者とする訴えの提起、和解、調

停を行うには議会の議決が必要である（自治法

96条 1 項12号）。「訴えの提起」に被告として応

訴する場合は含まれない。支払督促の申立（民

事訴訟法384条）、保全命令の申立（民事保全法

13条）は、「訴えの提起」に該当しない。もっと

も、支払督促も申立に対し異議申立がなされ、

民事訴訟法395条により支払督促の申立の時に訴

えの提起があったものとみなされる場合につい

ては、議会の議決を要する（最判昭和59.5.31）。

7 時効　

自治法236条は、時効に関する原則を定める民

法の特別法として、自治体が有する金銭債権及

び自治体に対する金銭債権について民法の規律

とは異なる定めをしている。

（ 1 ）時効期間についての特則

自治体が有する金銭債権及び自治体に対する

金銭債権は、時効に関し他の法律に定めがある

ものを除くほか、5 年間これを行わないときは、

時効により消滅する（自治法236条 1 項）。

私債権については、民法、商法等の民事法

が適用され（上記「時効に関し他の法律に定
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めがあるもの」に該当する。）、同条同項の適

用がない。自治体に対する私法上の金銭債権

についても同様である。したがって、同条同

項は、公債権及び自治体に対する公法上の金

銭債権についてのみ適用がある。

（ 2 ）時効の援用・放棄についての特則　

自治体が有する金銭債権及び自治体に対す

る金銭債権の時効による消滅については、法

律に特別の定めがある場合を除くほか、時効

の援用を要せず、また、その利益を放棄する

ことができない（自治法236条 2 項）。

同条同項の適用関係は上記（ 1 ）と同じで

ある（上記「法律に特別の定めがある場合」

には、民法145条を含むと解されている。）。

（ 3 ）納入の通知及び督促についての時効中断の

効力に関する特則

法令の規定により自治体がする納入の通知

及び督促は、民法153条の規定にかかわらず、

時効中断の効力を有する（自治法236条 4 項）。

民法153条によれば、催告は 6 ヶ月以内に裁

判上の請求、差押え、仮差押え、仮処分など

をしない場合には時効中断の効力を生じない

が、自治法236条 4 項は、民法153条の規定に

かかわらず、自治体がする納入の通知及び督

促について絶対的な時効中断の効力を認めた

ものである。

自治法236条 4 項は、公債権のみならず、私

債権についても適用がある。

8 公債権と私債権の区分

最後に公債権と私債権の区分について述べる。

公債権は公法上の原因（処分）に基づいて発

生する債権をいい、私債権は私法上の原因（契

約、不法行為、事務管理、不当利得）に基づい

て発生する債権をいうと定義することができる。

私債権は両当事者の合意に基づいて発生する

（ここでは、理解を容易にするため、私債権の典

型である契約を念頭におくものとし、不法行為

等は考慮の外におくものとする。）。これに対し

て公債権は行政庁の処分によって発生し、相手

方の同意を要件としない。つまり、公債権は、

相手方の同意を要件とせず、行政庁の一方的な

意思決定により発生する。しかも行政処分は、

その行為によって直接相手方の権利義務を形成

し又はその範囲を確定する。公債権の典型であ

る地方税が、住民の同意を要せず、自治体の賦

課決定により発生することを思い起こせば、こ

のことは容易に理解し得るものと思われる。

しかしながら、自治体が扱っている債権の中

には、合意によって債権が発生したものなのか、

処分によって発生したものなのか、判然としな

いものもある。特に行政サービス（物の利用、

役務の提供）の対価と目される債権がそうであ

る。公営住宅の利用関係に関する最判昭59.12.13、

水道料金に関する最決平15.10.10、公立病院の診

察料に関する最判平17.11.21などに照らすと、公

債権と私債権の区分の基準としては、

漓　行政庁とその相手方（国民、区民等）と

が対等な関係であることを前提とする法律

関係であるかどうか。

そうであれば、私法的な関係だと言える。

そうではなく、行政庁に優越的地位を認め

るものであれば、公法的な法律関係である

と言ってよい。

滷　私法的な法律関係か公法的な法律関係か

は、当事者の関係を規律する法律、政令、

条例の規定内容による。

澆　私法的な関係であっても、法律、政令、

条例に特別な定めがあって、それが行政庁

に特別な権限を付与している場合には、一

部公法的な取り扱いをすることとなる。

潺　法律、政令、条例が行政庁に特別の権限
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を付与していると解すべきか否かは、形式

的な文言によって判断されるべきでなく、

実質によって判断されるべきである。した

がって、「申請」、「許可」などの行政行為的

な文言が使われているからといって、それ

だけで特別な権限を付与していると判断し

てはならない。立入検査権のような実体的

な権限を付与するものでなければ、基本的

な法律関係に影響を及ぼさないと考えるべ

きである。

とするのが妥当ではないかと考える。公債権

と私債権の区分についてこれといった決め手が

あるわけではなく、判例の集積を待つほかはな

い。学童保育の保育料、公立幼稚園の保育料、

公立高校の授業料、廃棄物手数料などは、従来、

公債権として扱われてきたが、判例の傾向から

すると、私債権ということになる可能性は少な

くない。

9 おわりに

本稿では、自治体債権に特有の問題を扱った。

そのため債権管理にかかる自治法、自治令の規定

を主に説明したが、自治法、自治令の規定は、債

権管理の大綱、若しくは民法の特則等を定めてい

るに過ぎず、民商法の適用を受ける貸付金等の私

債権の債権管理業務を適正に行うには不十分であ

る。読者におかれては、民商法や訴訟法の手続き

についてもその習得に努めて戴きたい。

なお、自治体が保有する債権と自治法、自治

令の適用関係を一覧表にまとめたので参考とさ

れたい。
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自治体債権管理・回収の留意点　 PART 2

1 債権管理とは

地方自治法(以下「法」という)240条 1 項は､

「この法律の第9章において「債権」とは､金銭

の給付を目的とする普通地方公共団体の権利を

いう」と定義している。

そうすると､自治体の債権は民法の場合と異な

り､金銭債権だけを対象とすることとなる。た

だし､自治体内では多くの金銭債権が発生する

ので､すべての債権を管理する債権管理台帳を

整備しておくことが必要である。

また､債権の管理は単に債権を管理すること

そのことに目的があるのではなく､債権の実現

すなわち早期に債権の回収をはかることにあ

る。そのためには､まず､その債権を確実に保全

しておくことが必要である。

法240条 2 項は「普通地方公共団体の長は､債

権について､政令の定めるところにより､その督

促､強制執行その他その保全及び取立てに関し

必要な措置をとらなければならない」と規定

し､この規定を受けて､地方自治法施行令が､171

条以下 7 条にわたって規定を設けている。そこ

では､債権を保全するために､督促や必要に応じ

て行う配当の要求あるいは担保や保証の確保､

場合によっては仮処分や仮差し押さえによる時

効の中断等の措置を行使するとともに､任意競

売の申立て等による担保権の実行､支払督促や

訴訟の提起等の各種の裁判手続き等､当該債権

の性質に応じた適時の措置を取ることを求めて

いる。したがって､債権の性質に応じてその回

収を目指さなければならない。

2 滞納防止策を考えよう

滞納が発生する原因には､種々のものがある。

そこで､自治体として､まず､住民が公金納付を

簡単にできる制度を整備することが必要であ

る。例えば､口座振替制度を整備する､コンビニ

で簡単に納付できる制度を作る､クレジットで

も支払えるようにするといったことと並んで､

その制度の内容､制度利用の利点を説明して､広

く利用を呼びかけることが必要である。

さらに､債務者の情報を収集し､時には状況調

査を行って､滞納の未然防止に努めることが肝

要である。

3 債権の性質を考えよう

自治体が管理している債権には､自力執行可

能な「強制徴収できる債権」と裁判手続きを得

ないと強制のできない「強制徴収ができない債

権」がある。債権を自力執行により強制徴収す

るためには､法律の根拠が必要で､強制徴収でき

る場合は､法律に「国税滞納処分の例による」

とか「地方税滞納処分の例による」との規定が

自治体法務研究所
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設けられている。したがって､管理している債

権を､「強制徴収できる債権」と「強制徴収で

きない債権」に区分することが必要である。

「強制徴収できる債権」については､地方税の徴

収担当者は､本務であるから種々のノウハウを

持っている。このノウハウを全庁的に活用して

いかなければならない。現在､債権の回収に関

して､地方税の徴収担当課をキィステーション

にしている自治体が増加しているのは､このこ

との現れである。

4 時効を考えること

債権は時間の経過によって消滅する。これが

時効制度で､債権の消滅する時効を消滅時効と

呼んでいる。そして､これが債権の徴収可能な

期間である。したがって､管理している債権が

何年の時効で消滅するのか把握しておくことが

必要である。例えば､水道債権であれば 2 年､診

療債権であれば 3 年､住宅使用債権であれば 5

年といったことである。また､法236条により公

法上の債権の時効は 5 年とされているが､ここ

での公法上の債権とは何か､各自管理している

債権がこの規定に該当するのか､私法上の債権

（民法適用）であるのかの区分について確認し

ておく必要がある。そして､債権を時効で消滅

させないために､時効中断の制度を覚えて行使

しなければならない。

時効の中断方法として､法236条が「法令の規

定により普通地方公共団体がする納入の通知及

び督促は､民法第153条 （前項において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず､時効中断

の効力を有する」と規定していることから､

「督促状を定期的に発送して､時効が中断してい

る」としている例がある。この場合の督促は､

最初の督促に限り時効中断の効力を有するに過

ぎないことを確認しよう。2 回目以後は､民法

上の催告に過ぎないから､ 6 ヶ月以内に民法上

予定されている法的措置を執らないと時効は中

断しない。

時効の中断事由として､もっとも簡便なのは

「承認」である。相手方債務者が現在､自治体に

対して､当該債務がありますということを承認す

れば､時効が中断して､次の日から新たな時効期

間が開始する。したがって､滞納者と面接した場

合は､必ず債務の承認書を取るようにしたい。

5 強制徴収できる債権の処理

前述したように､自力執行としての「強制徴

収」には､法律の規定が必要であり､結局は､法

律の規定により国税徴収法あるいは国税通則法

によることになる。そこで､これらの法律を駆

使して職務を進めている地方税徴収職員の指導

をうけて､他の「強制徴収できる債権」の管理

担当者も強制徴収の方法に熟達しよう。特に､

国税徴収法では､財産調査という私人の財産を
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強制調査して差押対象物を捜索する方法が規定

されており､熟知することが必要である。

また､差押から換価までの手続きに習熟すると

ともに､特に換価の手続きとして､「ネット公売」

が行われており､多くの実績を挙げているので､

参加を検討したい。そうすると､一番困難である

換価手続きが大幅に簡易化するであろう。

6 支払督促を利用しよう

強制徴収できない債権は､裁判手続きを取らざ

るを得ない。ところが､自治体職員の多くにとっ

ては裁判は非日常のことであり､裁判手続きに

ちゅうちょする向きもあるかも知れない。しか

し、利用してみれば非常に簡単なものであるこ

とが分かる。中でも支払督促制度は､「金銭、有

価証券、その他の代替物の給付に係る請求につ

いて、債権者の申立てにより、その主張から請

求に理由があると認められる場合に、支払督促

を発する手続であり、債務者が 2 週間以内に異

議の申立てをしなければ、裁判所は、債権者の

申立てにより、支払督促に仮執行宣言を付さな

ければならず、債権者はこれに基づいて強制執

行の手続を採ることができます」と裁判所の説

明にあるように､手続きも書式も簡単である。

ただ､従来利用されてこなかった事情の一つ

は､異議が出た場合「訴えの提起とみなされる」

ので､議会の議決が必要であるという点である。

議会中でなければ､法179条で長の専決で決定で

きる。簡易な事項であるので､法180条によっ

て､この場合の専決を議決してもらえれば問題

は解決する。現に､大量の給食費の滞納が問題

となった岩手県の滝沢村では､そのような議会

専決により､300件の滞納事案を支払督促で全部

解決している。そして､現在､多くの自治体が支

払督促により給食費滞納問題の処理を行ってい

る。支払督促は簡易裁判所でできる手続きであ

り､近い将来､すべての地区でパソコンでの申立

が可能となるので､ぜひ活用していただきたい。

7 最近の自治体の公金徴収

給食費不払いや保育料不払い問題が､広く報

道されるようになって､自治体の公金徴収体制を

見直す団体が増えている。今まで､公金の支払は

モラルの問題とされてきた部分がある。しかし､

モラルに任せる時代は過ぎた。ところが､長い

間､強制徴収の手段を行使しなかったので､督促

や催告を繰り返すしかないという実態があった。

しかるに､このところ､多くの自治体で支払督促

手続等を実行するようになって､徴収効果が目

に見えて上がっている。職員の皆さん誰もが､

これらの手段を行使することは可能で､行使す

れば簡易迅速にその効果が上がるため行政の公

平性が担保される。どこの自治体でも日常業務

として､裁判上の手段を含めた強制徴収手段が

実施されることを期待したい。

11
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事例 1
江戸川区の債権管理に関する取り組みについて

はじめに

近年､「保育料」や「学校給食費」等の未納問

題が社会的にクローズアップされ､自治体におけ

る債権管理のあり方に関心が集まっている。地方

分権改革が推進されるなかで財政の健全化が自治

体運営の重要課題となっている今日､その主要な

原資となっている税だけではなく､各種使用料や

手数料その他の債権の徴収の強化を図っていくこ

との重要性も指摘されるようになってきた。

江戸川区においては､平成16年 2 月に本区監査

委員により各種貸付金の収入未済が増大してい

るとの指摘を受けたことを契機として､同年12月

に「江戸川区収納対策委員会」を発足させ､各種

債権の「徴収の強化」と「債権管理の効率化」

に向けた対策を全庁的な合意形成を図りながら

現在推進しているところである。

本稿では､この債権管理に関する本区における

これまでの取り組みの経過と､その中で生じた結

果や問題点等を紹介していくこととする。

1 ．債権管理の適正化に向けた取り組み

平成16年 2 月､本区監査委員により「平成15年

度事務事業監査結果」が公表された。同監査結

果は､監査の着眼点の一つとして歳入の確保､滞

納整理､不納欠損処理等に焦点をあて､特に区の

各種貸付金等の私債権の管理に関する現状と問

題点について次のような指摘が行われた。

①　収入未済が著しい増加傾向を示しており､

平成14年度は20億円を超え､平成10年度の 2

倍強となっており､今後もその傾向が続くと

予想されること。

②　昭和50年前後に収入調定したものがある

が､長期にわたって収入未済のままとなって

いる等､古い債権が滞留していること。

③　消滅時効が完成した後､相当の期間が経過

している債権が数千万円にのぼっているが､

今だ未処理となっていること。

④　地方自治法（以下､「自治法」という。）

の規定に基づく､担保権の実行､訴訟､強制執

行等の実施が行われた事実がないこと。

こうした「監査結果」の指摘を受け､区におけ

る債権の適正な管理と徴収の強化を図っていく

ために､平成16年12月､「江戸川区収納対策委員

会」（以下「委員会」という。）が発足すること

となった。構成メンバーは､総務部長を座長と

し､債権を管理している各課の課長及び係長級の

職員である。

委員会においては､具体的な対応策をまとめる

ために急ピッチで作業が進められたが､最も主要

な議論の対象なったのは、「監査結果」の指摘に

もあったように私債権の適切な管理と徴収の強

化をいかに実施していくのかにあった。本区に

おける貸付金等の私債権は15課24係25種類にの

ぼっているが､各種貸付金はそれぞれに独自の条
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例を定めており、それぞれに行政目的は異なっ

ている。また､その管理方法についても特に統一

的なルールを定めている訳ではなく､その運用は

各担当課に任せられているのが現状である。そ

れ故､「収入未済」が増大している原因について

は各債権の個別的な要因によるところが大きく

必ずしも見解が統一されている訳ではないが､債

権管理に関する知識やノウハウの習得が十分で

ないために､貸付を行った後の債権管理､特に

「債務不履行」が発生した後の対応に十分な対策

が取られていないことが共通した問題点として

指摘された。

委員会では､これらの問題点を解決していくた

めに､具体的には次の三点を当面の対応策として

実施することとした。

①　私債権の管理及び徴収に関する職員研修

を実施する。

②　総務部納税課に「私債権担当部門」を設

置し､強制執行案件等の受託､各担当課との

連絡・調整を行なう。

③　「江戸川区の私債権の管理に関する条例」

（以下「債権管理条例」という。）の制定及

び「債権管理マニュアル」の策定を行なう。

2 ．債権管理に関する職員研修の実施に

ついて

自治体の長は､債権について､政令の定めるとこ

ろにより､その督促､強制執行その他その保全及び

取り立てに関して必要な措置を取らなければなら

ない（自治法240条）と定められているが､自治体

が管理する債権のうち私債権の管理・回収業務を

適法かつ合理的に行っていくためには､自治法・

同施行令などの公法上の規定のみならず民法・商

法などの私法上の規定についても一定の知識とノ

ウハウを有していることが必要である。

しかし､本区においては､こうした私法関係に

類する業務を専門に扱う部署はなく､一般職員が

通常業務の中でその知識やノウハウを習得する

のは非常に困難な状況にある。こうした事情か

ら､これまで以上に債権管理を効率的に行ってい

くためには､債権を管理する担当職員の民事関係

の法律に関する知識やノウハウの習得を図るた

めの対策を講じる必要があった。そのための対応

策として､「私債権の管理・徴収に関する研修」を

実施することとなった訳であるが､そのカリキュラ

ムについては（別紙 1 ）のとおりである。平成17

年 9 月に第 1 回目を実施し､今年度で 3 回目を実

施し終えたところであるが担当職員の相当なス

キルアップが図られつつある。

3 ．債権管理条例の制定について

自治法上､自治体が管理する債権は､公債権と

私債権に区分できるが､公債権には､地方税の滞

納処分の例により強制徴収できるものと､私法上

の手続きによって徴収しなければならない債権

に分類される。したがって自治体が管理する債

権は､①「強制徴収公債権」､②「非強制徴収公

債権」､③私債権の三つに区分できるが､自治法

及び同施行令はこれら 3 種類の債権を基本的に

同一の規律のもとにおいているために､その適用

関係が非常に複雑なものになっている。特に私

債権に関する同法､同施行令は､督促や法的手続

きの実行による迅速かつ的確な債権回収を求め

る一方､徴収停止､債務免除等についてはその要

件を厳格に規定している。そのために現実に即

した柔軟な対応が取りにくく､実際には回収見込

みのない債務者に対しても､ひたすらに督促を続

けるなどして債権管理を継続しているというの

が実情である。しかも､時効が完成しても債務者

が援用しなければ債権は消滅しない。多額の私

債権が未処理のまま滞留せざるを得ない原因の
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一つがここにある。

上記の問題点を解消し､債権管理の効率化を

図っていくためには､自治法・同施行令の不十

分な点を補い､職務を執行する上で使いやすい

新たな条例を制定する必要があると判断し､平成

18年 3月に「債権管理条例」を制定した。本条例

の特徴は､①対象となる債権を「私債権」に限定

したこと､②500万円以下の債権の訴訟等は「長

の専決処分」によることができるとしたこと､③

「債権放棄」の項目を新設しその要件を明示した

こと等であるが､条例本文は当区のHP上で閲覧

できるので参照していただきたい。

4 ．債権管理マニュアルの策定について

債権管理を効率的に進めていくためには､越え

なければならないもう一つの重要なハードルが

ある。それは債権管理の対象となる債権が､どの

ような法的な性格をもっているか､言い換えれ

ば､公債権なのか私債権なのかの区分を明確にし

なければならないということである。公債権か

私債権なのかは､法令の適用を全く異にすること

になるので､その区分を明確にしないと現場では

対応できない。

また､本区において収入未済が増大している大

きな要因の一つとして､債権管理についての知識

やノウハウの蓄積が少ないことによって債権管理

に十分な対策を取ることができないという現場の

実情がある。実際に､住民と直接に接する現場の

第一線では「主債務者と保証人との法律関係」､

「民事債権か商事債権なのかの区分」､「時効期間

の特定」､等についてどのように判断すべきかと

いう現実的な問題に直面している。こうした問題

意識にも適切に対応できるようにしなければ､効

率的で継続的な債権管理はできない。

以上の理由から､債権管理の実務の手引書とし

ての「マニュアル」を作成する必要性に迫られた

訳であるが､法律の専門家のアドバイスを受けなが

らほぼ一年の歳月を費やして「債権管理マニュア

ル」を作成した。本書は､現場担当職員の実務の手

引書として大いに活用されているがその詳細につ

いてここで述べる程の紙幅はないので､本マニュア

ルをベースとして本年7月に発刊された「自治体の

ための債権管理マニュアル（東京弁護士会・自治

体債権検討チーム編・発行ぎょうせい）」を参照さ

れたい。

5 ．債権管理に関する取り組みの効果と

今後の課題について

（ 1 ）条例制定等による効果

条例制定の効果は､債権管理の効率化を図って

いく上での法律的な裏付けと全庁的に統一した

ルールが確立されたことにより､これまで各担当

課に滞留していた未済債権をどのように処理し

ていくかについて一定の方向性が示されたとい

う点にある。

また､債権管理に関する職員研修の実施､実務

上の指針としての「債権管理マニュアル」の策

定等により､債権管理を本格的に実施していくた

めの条件整備を図ったことによって,これまで以

上に速やかな債権処理が可能となった。各担当

課においては､これまで滞留していた債権の洗い

出しを行い､徴収の強化や「不良債権」の処理等

に積極的に取り組み､担保権の実行手続きや訴訟

の提起等を行い数千万円の徴収に結びついたも

のも出てきている。また､平成19年9月には本条

例の適用による数億円にのぼる「債権放棄」を

実施する等､これまで滞留していた債権の整理が

徐々に進み始めてきているところである。

（ 2 ）今後の課題について

これまで述べてきたように､本区における債権

管理の効率化に向けた取り組みは､種々の条件整
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備を行い現在本格的な実施の段階に入っている。

この過程のなかでは､多くの議論が交わされ､い

ろいろな試行錯誤を繰り返し､いまだ未解決の課

題や問題点も残されている。

その第 1 は､条例の運用上の問題であるが､①

公債権か私債権かの分類が今だ明確化されてい

ないものがあること､②専決処分における500万

円という金額には､利息､延滞金が含まれるのか

否か､③和解には債権の一部放棄が含まれるのか

否か､また､債権放棄の要件である生活困窮､行方

不明という認定基準をどこにおくのかというこ

と等について早急に結論を出すべき課題として

提起されている。

第 2 は､実務上・組織上の課題である。本区に

おける私債権の管理を担当している部署は､15課

24係であるがその管理方法は各担当課に任せら

れている。それぞれの各種貸付金は行政目的が

違うとはいえ､区と住民の間に金銭の債権債務関

係が発生するということにおいて差異はない。

したがって､申請書・契約書の様式､台帳・ファ

イルの管理方法､保証人や物的担保の有無､債務

不履行に陥った時の措置等､債権管理に関する基

本事項についてはある程度統一化していく必要

があると考えている。また､組織的には集中管理

方式か個別管理方式とするか､専門的な知識やノ

ウハウの蓄積をどのようにしていくのか等問題

は山積している。今後､組織体制のあり方､条

例・施行令の改正等も視野に入れながらよりよ

いものに適宜改善していきたいと考えている。

最後に､本区における債権管理の基本的なス

タンスは､住民の生活の現状に即して強制執行

や徴収緩和措置を適切に行使し「徴収の強化」

と「公平性の確保」を図っていくことにある。

そのためには､担当職員の事務能力の向上を図

り､全庁的な協働体制を構築し､自立した債権管

理業務を進めていけるよう努力していくことが

なによりも重要なことと考えている。
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【給食費ショック】

平成18年11月27日読売新聞千葉県版の「給食

費滞納、浦安市2,294万　県内で最多、前年度

比1.5倍」の記事は庁内に衝撃を走らせました。

学校単位で徴収していた時はほとんど滞納がな

かった給食費を、横領事件をきっかけに、給食

センターで一括して徴収するように変えたこと

が遠因となっていますが、ついには女性週刊誌

にも取り上げられ、市民の格好の話題にもなり

ました。

市としても累増している滞納額の縮減に努める

ため、給食費徴収の事務分掌を給食センターから

学務課（当時）に移すとともに、専任の徴収員を

確保して対策に取り組んではいたのですが。

折から平成19年度の当初予算編成の真最中。

市長からも市民の信頼を取り戻すためにもきっ

ちりと滞納額の縮減に対処するよう指示があり

ました。

さて、徴収対策に取り組むと言っても対象と

する市の債権は多種多様です。そこで、まず税

関係は徴収のノウハウも人員もそれなりに確保

されており、組織的にも徴収対策室を設置し、

徴収困難事例を対象に専門家も交えて対応して

いるので、税以外の市債権を対象に対策を考え

ることにしました。と言っても、公債権なのか

私債権なのか、強制徴収できるのかできないの

か、など個々の債権を調べないとわかりにくい。

それに恥ずかしながら、自治法施行令171条以下

の条文も初めて真剣に目を通したくらいです。

そのような時に目にした一つの記事。東京都

江戸川区が東京弁護士会と連携して債権徴収に

力を入れているとのこと。早速江戸川区に電話

して東京弁護士会の須田弁護士（当時弁護士業

務改革委員会委員長）を紹介してもらいました。

【東京弁護士会】

平成19年 2 月 8 日初めての打合せを市役所で

行いました。何と東京弁護士会からは弁護士 7

名が来るということでびっくり。弁護士業務改

革委員会の力の入れようがわかるというもので

す（会議の後の割り勘での懇親会にも引き続き

参加していただき、一層議論に熱が入りました）。

市側も財政、法規、給食費、奨学資金貸付金、

保育料、幼稚園授業料の担当者が参加し、それ

ぞれの課題について議論しました。

担当者からの質疑は、強制徴収できる債権な

のかどうか、強制徴収できない場合の徴収の仕

方、時効期間は何年か、時効が成立した債権は

収納できないのか、時効の援用があれば債権は

消滅するのか、私債権は何故不納欠損してはい

けないのか、などなど活発に行われ、議論は懇

親会まで続きました。

この打合せで、まず担当職員に債権の基礎知

識についての研修を実施するということを決め

ました。

浦安市財務部財政課長 新宅　秀樹

事例 2
浦安市の債権管理への取り組み
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【職員研修】

平成19年 5 月 1 日、霞ヶ関の弁護士会館で職

員研修をどう行うかなどについての打合せを行

いました。多くの弁護士が市役所内で講師をす

るということは本市にとって今までなかったこ

とです。実は費用面で心配をしていたのですが、

講師料は市の基準でいいですよ、ということで

一安心。弁護士も変わったなあと感じ入った次

第です（そんなことは前からで、お前の勝手な

先入観だと怒られそうですが。ということで予

算がないという自治体の方も是非弁護士会に相

談してみるといいと思います）。

こうして、6 月26日第 1 回の債権管理に関する

職員研修がスタートしました。カリキュラムは

別表 1 の通りですが、研修が進むに従ってだん

だんと内容が難しくなり、また、普段の業務と

は離れていき、職員もついていくのが大変なよ

うでしたが、実務家である弁護士の講義は面白

く感じたようです。ちなみに「物権とは何？」

といきなり聞かれ面食らっていた職員も、最後

には積極的に質問をするようになっていました。

今この原稿を書いている机の上に研修のレジュ

メが置いてありますが、これに少し手を入れるだ

けで一冊の本が出来上がりそうです。（須田先生、

「債権管理マニュアル」の次は「自治体職員のた

めの債権講座」などどうでしょう？）

次にレジュメの中身を少し紹介しましょう。

これを読んだだけでもあなたの自治体も研修会

を開催したいと思うのではないでしょうか？

1．時効とは～定義・趣旨・要件・効果は？～

2．規定を読もう！～自治法236条と民法・公

債権と私債権の規定は？～

3．時効期間とは？～時効期間は一律5年？飲

み屋のつけは？～

4．時効中断とは～一度進行した時効は止まら

ない？～

5．時効の援用・放棄～時効期間満了したら時

効消滅？～

【実地指導】

7 月24日に職員研修も成功裏に終わり、担当職

員に債権の基礎的な理解が概ねできたと思われ

ましたので、8 月 6 日に弁護士会館で今後の進め

方について打合せを行いました。

研修を実のあるものにするためにも、実務

とリンクさせていくことが重要であると考え、弁

護士の先生に市役所の担当課に入っての実地指導

についてお願いをし、次のように決定しました。

漓 財政課において、今年度法的整理を実施す

る債権を担当課と協議し選定する。

滷 実地指導に入る前に、弁護士による担当課

とのヒアリングを行う。

澆 ヒアリング内容は弁護士会に持ち帰って協

議し、対処方針を決めて実地指導を行う。

これらを踏まえて、対象とする債権を奨学資

金貸付金、給食費、また、強制徴収できる債権

ではありますが保育料の 3 債権を選定し、収納

状況や収納方法などを記載する事前調査票を担

当課に作成してもらい、12月25日に市役所で弁

護士と担当課のヒアリングを行いました。

今回はそれぞれの事務処理の流れを説明し、

実際の徴収に当たっての疑問点について質疑応

答を行いました。

・ 保育料は、主に財産調査について。私債権と

違って強制徴収公債権については金融機関の

回答はすぐ来る。

・ 奨学資金貸付金は貸付事務の問題点、特に

借用証書を提出させないまま貸付を実行し

ていることを見直せば滞納の発生をかなり

抑えられる。

・ 給食費は時効が 2 年であるので、滞納整理に
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時間を費やすよりも支払督促などの法的手段

をまず取ってみてはどうか。

などのアドバイスをいただき、次回は実際の

滞納のケースを持ち寄り、ケースごとの対策や

手続きについて検討することとなりました。

なお、8 月の打合せから 4 ヶ月も時間が経過し

てしまったのは、段取りを財政課が行っている

ため、予算編成時期になるとどうしても他の業

務が後回しになる傾向があるためで、江戸川区

では収税担当課が事務局を行っていると聞いて

おり、これから債権回収に取り組もうとされて

いる自治体は、組織的に債権回収担当を設置す

るか、収税担当課あたりに事務局を置くのがい

いのではないかと思います。

さらに、1 月31日に 3 債権の滞納事例を持ち

寄って検討を進め、より具体的なアドバイスを

いただきましたが、結果的に平成19年度はこの

打合せが最後となりました。

当初の目標では法的手段まで進もうと考えて

いましたので、進捗状況は今一歩というところ

ですが、担当弁護士と担当者との意思疎通、信

頼関係を築いていくことがまず重要なのではな

いかと思っています。どの自治体も同じだと思

いますが、それぞれの債権を担当している所属

に徴収体制まで万全なほどの人員が配置されて

いるわけではありません。奨学資金貸付金担当

は1 月から 3 月までは貸付業務に追われ、徴収

には手が回らないのが実情だと思います。

そういう状況の中で、自分たちが抱えている

業務の問題点について法的な見地から的確にア

ドバイスをいただきながら、一歩一歩改善を進

めていけただけでもよかったと思っています。

平成19年度の各債権の滞納額と徴収率は別表 2

の通りですが、前年度に比べ数字での成果が明

らかに現れているとは言えません。しかし職員

の意識は格段に違ってきていると言えます。

【平成20年度の取り組み】

4 月 1 日付けの職員異動で市の担当者も一部変

わったこともあり、4 月25日に改めて平成20年度

の取り組みについて弁護士会館で打合せを行い

ました。

すでに弁護士会の方では、本市の給食費徴収

金担当弁護士 2 名と奨学資金貸付金担当弁護士

2 名がそれぞれ編成されており、連休明けから

実地指導に入る予定であると説明があり、本市か

らは管理職職員を対象に債権管理研修を行いたい

旨の依頼をしたところです。研修は「自治体のた

めの債権管理マニュアル」をテキストにしたいの

で出版されてから行うこととなりました。

今後については、すでに江戸川区で実施し格

段の効果があった弁護士の名前による文書督促

を10月に給食費、奨学資金貸付金などの未納者

に対して行い、併せて納付相談も行いたいと考

えています。江戸川区では今まで何の応答もな

かった未納者も連絡をくれるようになり、四分

の三が解決に向けて動いているそうで、本市も

何の連絡もいただけない未納者については、支

払督促や訴訟に向けて法的手段を取るつもりで

す。そのためにも本市ではまだ定めていない専

決処分事項の指定に、訴えの提起を追加してい

く必要があります。支払督促は異議申し立てを

されると訴訟に移行してしまうからです。

また、債権管理条例の制定も 3 月議会に提案

する予定で進めていきたいと考えています。何

年か前には滞納繰越分の調定をせずに決算書の

収入未済額がゼロになっている債権もあったこ

とを考えると、各担当者の日常の債権管理も的

確になされるようになっており、条例化による

厳しい管理にも耐えられると思われること、ま

た、不納欠損処分ができない私債権の不良債権
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の債権放棄をする必要が一層高まっていること

などから、この条例制定も緊急を要すると考え

ています。

さらに組織的に私債権の収納を扱う所管の設置

もすでに他市で行われていますので、専門部署の

設置のメリット・デメリットを検証しながら具体

的に検討する必要があるとも考えています。

別表2　平成19年度末滞納額100万円以上の債権 

別表1　浦安市債権管理に関する職員研修カリキュラム 

個人市民税 
　　現年分 
　　滞納繰越分 
法人市民税 
　　現年分 
　　滞納繰越分 
固定資産税 
　　現年分 
　　滞納繰越分 
軽自動車税 
　　現年分 
　　滞納繰越分 
保育所運営費保護者等負担金 
市営住宅使用料 
幼稚園授業料 
奨学資金貸付元金収入 
生活保護費返還金 
在宅高齢者給食サービス利用者 
負担金 
児童扶養手当過年度返還金 
給食費徴収金 
国民健康保険税 
下水道受益者負担金 
下水道使用料 
墓地使用料 
介護保険料 

1 

2 

3 
4 

5 

6 
7 

8 

9 
10 
 

6月26日 

6月26日 

7月  3日 

7月  3日 

7月11日 

7月11日 
7月17日 

7月17日 
7月24日 

7月24日 

 

 

午後1時30分～3時00分 

午後3時15分～4時45分 

午後1時30分～3時00分 

午後3時15分～4時45分 

午後1時30分～3時00分 

午後3時15分～4時45分 
午後1時30分～3時00分 

午後3時15分～4時15分 
午後1時30分～3時00分 

午後3時15分～4時45分 

 

 

 

 

 

債権とは？債権の発生原因  
―自治法（令）と民商法との異同  公債権と私債権・契約 

 

 

 

債権に関する諸制度 Ⅰ ― 期限の利益、放棄・免除 

債権に関する諸制度 Ⅱ ― 時効・保証、物的担保 
自治体における債権管理 Ⅰ ― 審査、管理、収納、督促 

自治体における債権管理 Ⅱ  
―裁判外の和解、法的手続、不納欠損処理 
法的手続 Ⅰ ― 通常訴訟 
法的手続 Ⅱ ― 支払督促、調停 
法的手続 Ⅲ ― 破産手続、民事再生手続、保全 
強制執行 Ⅰ ― 総論、不動産執行 

強制執行 Ⅱ ― 債権執行 

16,667,817,683 
16,293,292,612 
374,525,071 
3,929,579,497 
3,923,304,875 
6,274,622 

16,718,961,250 
16,531,006,380 
184,954,870 
46,705,200 
44,278,600 
2,426,600 

594,204,600 
56,710,800 
134,486,300 
48,710,396 
9,625,964 

 
11,600,000 

1,048,490 
603,243,346 
3,451,891,200 
17,222,340 

2,026,630,636 
148,455,160 
811,919,800

1,758,610,342 
435,246,435 
1,323,363,907 
46,031,550 
43,551,525 
2,480,025 

988,209,073 
202,082,120 
786,126,953 
17,109,031 
3,322,700 
13,786,331 
27,906,965 
2,853,300 
1,675,000 
21,552,520 
41,969,452 

1,104,400 

2,520,210 
23,671,332 

1,730,297,812 
3,691,702 

128,105,089 
1,527,140 
37,251,130

90.05 
97.40 
21.02 
98.82 
98.90 
64.16 
94.19 
98.79 
18.18 
71.74 
93.02 
13.87 
95.26 
95.21 
98.50 
69.18 
18.15 

88.34 

29.38 
94.74 
63.94 
78.12 
93.23 
98.98 
94.33 

 

収入済額 収入未済額 徴収率 

回 年 月 日  時 　 間  テ ー マ  
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本年 5 月21日に、市はUR都市機構・（財）住

宅管理組合とゆりのき台パークシティ内におけ

る子育て支援に関する協定を締結し、同機構が

所有するゆりのき台パークシティ内の集会場で、

子育て支援センター「のびのび広場」の出前広

場を 5 月29日から実施しています。

出前広場として使用する場所はUR都市機構が

提供し、スタッフは行政が担当するという民間

と協働の子育て支援策としては、全国でも先駆

的な取り組みとなっており、地域の子育て世代

からの評判も上々であることから今後、市では

他の地域でも同様の機関、団体との連携、協働

を図っていくことも考えています。

出前広場とは、地域ごとに妊娠・出産・子育

てを一貫して支援するために設けられた地域子

育て支援センターが地域に出向き、安心して遊

べる場所の提供や子育てなどの悩みについて相

談に応じる事業です。

八千代市の「地域子育て支援センター」

八千代市では「地域子育て支援」の推進のため、

平成18年度に 3 課 1 センター（元気子ども課・子

育て支援課・母子保健課・子ども相談センター）

からなる子ども部を設立。市内を 7 圏域にわけ、

公立保育園等に併設した「地域子育て支援セン

ター」等を拠点施設として位置づけ、保育と母子

保健が連携し、地域子育て支援を推進しています。

〈事業内容〉

漓妊娠から出産、乳幼児期までの切れ目のない支援

母子手帳交付をスタートに、乳幼児期に実施

する事業を通じ、親が親の役割を問い直せるよ

うな学習の提供をすること、また同時に事業未

参加者等に対して、保育士や保健師による家庭

訪問等の実施を行い、全数把握に努めると共に

必要と思われる家庭を子育て支援事業につなげ

たり、虐待の未然防止等にも努めています。

滷遊びと交流の広場の提供

親子で安心して遊び、交流できる場を提供す

ると共に、相談や情報提供など保育園併設のメ

リットを活かした支援を実施しています。また、

地域の特性に応じて出前広場を展開し、子育て

を一人で悩まない支援体制を推進しています。

澆安心して子育てできる地域づくりの提供

地域子育て支援センターと母子保健課担当保健

師がコーディネーターとなり、住民や関係機関な

どの活動のネットワーク化を図り、その為に地域

子育て情報交換会の展開、ニュースレターの発行、

子育て応援フェスタの開催等をきっかけに、地域

の特性に合わせて、安心して子育てできる地域づ

くりを推進しています。

【問い合わせ先】蕁 047―483―1151（内）2271

八千代市

子育て支援課

民間と協働　出前広場
地域子育て支援の充実のために

UR都市機構・（財）住宅管理組合と協
定を締結

県内情報
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市原市では、市民サービスの向上を図るため、市

民生活の身近な情報誌として「暮らしの便利帳　市

原」を5 月に発行しました。

この便利帳は、従来、転入世帯に対し、市民課と

支所窓口で配布していた「転入者の手引き」の内容

を見直し、新たに発行したものです（Ａ 4 判フルカ

ラー・約230ページ）。5 月下旬から、市内全戸にポ

スティング方式で配布し、転入世帯には市民課と支

所窓口で配布しています。

発行に当たり、市は民間事業者（（株）サイネックス）

と協定を締結。同協定に基づき、市が掲載内容を提

供し、市内の商店や企業などの協力のもと、同社が

集めた広告料収入により、冊子の作製から配布まで

の経費を賄い、経費削減・行財政改革の推進を図り

ました。今後は2 年ごとに内容を更新する予定です。

1 事業の特徴

漓 民間事業者が集めた広告料収入により、冊子の

作成から配布までの経費を賄うこと。

※削減経費　業者見積もりで約2,000万円

【参考】本冊子を戸別郵送する場合の費用

340円／冊×約11万世帯＝約3,740万円

滷 市民生活に役立つ、より利便性の高い冊子とし

たこと。

※掲載内容　各種手続き情報や事業案内、医療

機関マップ、鉄道・高速バスの時刻表、観光

スポット・イベント情報など。このほか、「ご

みの分け方出し方」のリーフレットを添付。

澆全戸に配布すること。

2 発行部数

121,000部

（平成20年度・

21年度分）

3 発行・配布ス

ケジュール

平成19年 8 月、

（株）サイネックス

と作製に係る協

定を締結しまし

た。同協定では、

発行を平成20年

度中としていましたが、その後、平成20年5 月と決定。

また、発行頻度を毎年度から隔年度に変更しました。

各部に 4 回（初回の原稿提出依頼を含む）の校

正を依頼したほか、数回の校正を経て、平成20年 5

月に発行。同月下旬から全戸配布を行っています。

8 月現在、未配などの問い合わせについて、

（株）サイネックスと協力して対応しているとこ

ろです。

反省点は、漓 全体の事業量が的確に把握でき

なかったこと、滷 年度末に内容が確定する掲載

事項があり、原稿の最終確定までに時間を要した

こと、澆 最終校正に十分な日程が確保できなか

ったこと、潺 配布時期が梅雨時と重なり、雨に

よる冊子の汚損などのトラブルが発生しやすい状

況になったこと、などが挙げられます。

このほか、官民協働発行に際し、現行の広告掲載

基準をそのまま適用すべきかどうか、改めて検討し

たことや広告掲載への協力について企業を訪問した

ことなども忘れられません。

次回は、今回の反省点を踏まえ、市・事業者と

も余裕のある日程のもと、市民の意見を取り入れ

ながら、より分かりやすく、利便性の高い便利帳

の作製に努めたいと思っています。

【問い合わせ先】蕁 0436―23―9821

市原市

広報広聴課

『暮らしの便利帳　市原』
官民協働で発行、全戸配布へ

地域情報
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東金市の財政は、平成18年度決算の実質単年度

収支（▲3,600万円）、経常収支比率93.8％、公債費

比率15.1％等の指標から分かるように、厳しい状況

下におかれています。このような状況においても、

市民へのサービスの質は落とすことなく、低成長

時代に即した手法により、事業の実効性を高めて

いく必要があります。

そこで、本市では、市民と行政が協力し合いな

がらまちづくりを行う「協働」という考え方に基

づき、これまでの「市民と行政の役割分担」を変

え、地域づくりの大きな力として自立した地域自

治、地域コミュニティーを育てていくことによる、

小さな行政を目指しています。東金市第 2 期基本

計画（計画年度：H18年～H22年度）では、この手

法「協働」を施策展開の欠かせない手法として位

置づけました。

○協働のまちづくりモデル事業

各地区からの施設整備等の要望に対し、いつ対

応できるのかわからない財政状況の中、限られた

予算の有効活用を図るべく、「協働」という考え

方に基づき、公共の道路や水路の改修工事を各地

区が事業主体となって実施する場合に、『東金市

協働のまちづくりモデル事業実施要領』により、

市が補助金交付等各種支援を行うものです。

【補助金交付対象】

東金市区長及び区長代理設置規程に基づく

行政区

【補助の内容】

（対象種目）事業実施のための建設資材の原材料購

入費及び建設機械の借り上げ料等

（補助金額）一つの事業につき250万円を上限

【平成19年度モデル事業】

実施地区：東金市二又区

実施事業：排水路工事

二又区では、汚水がたまり悪臭を放っていた地

区内の土水路の整備を、10年前から市に要望して

いたが「待っていればいつになるかわからない」

と住民が話し合い、この事業に申請した。

工事の内容としては、土水路約130mを重機で掘り、

高さ900mm・幅800mmのB型柵渠
さっきょ

を敷設するもので、

土木業を営む方を本工事の統括責任者に据え、その

方を含む50～70歳代の住民有志 8 人が中心となって、

他の方々の協力を得ながら、今年の 2 月に 2 週間か

けて、水の流れる排水路を完成させた。

事業費については、市からの補助上限額250万円

と70万円弱の地元負担　計約320万円程度ですみ、

業者に発注した場合に対し、大幅に抑制できた。

申請者である二又区区長は、「ドブ川が住民の力

で生き返った。メダカやフナが住めるきれいな川

にして、子どもたちやお年寄りの憩いの場にした

い」と話しています。

なお、本事業については、今年度750万円を予算計

上し、概ね3 件に対し、補助金を交付する予定です。

今後、市では、限られた予算が有効活用できるよう、

他分野の事業にも協働の手法を活用できればと考え

ています。

【問い合わせ先】蕁 0475―50―1122 

地域情報

東金市

企画課

東金市協働のまちづくり

モデル事業！
～道路・水路の整備を市民との協働で～

着工前 完成
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今回、我々は天ぷら油を天ぷら油のまま燃料

利用するというシステムを導入しました。現に

自動車に搭載された専用タンク内の油は、燃料

というよりはそのまま天ぷら油です。もちろん、

先ほどまでフライを揚げていた油がそのまま使

えるというほどに大雑把な？ものではなく、油

のなかの不純物等を取り除くための所定の前処

理を経なくてはなりませんが、5 年前にこのシス

テムと出会った時には、非常に画期的なシステ

ムであると感じました。

紙幅の関係上、ここではシステムの詳細につ

いては割愛しますが、当時、これが本当に実用

的なものかどうかの判断材料を求めるべく、既

に導入されていた自治体や民間などへの視察等

を重ねた上で、平成18年に自課の配属公用車に

このシステムを導入しました。そのとき使用し

た油は小学校からの給食調理油の一部でした。

約 2 年に渡りトラブルもなく、天ぷら油を軽油

同様に使えたことから、規模を拡大していくこ

とを指向し、市内小中学校全校の給食調理油を

中心に家庭、一般事業所からの廃食油を回収し

利用していくためのプランづくりを進めました。

それまでの単一排出源・小規模利用と異なり、

複数の排出元からの油の回収運搬方策をはじめ、

ストックの管理や前処理作業、給油方法など、

ときに担当者のシミュレーション能力が破たん

を来したこともありましたが、それでも何とか

形はできました。

農水省の交付金の支援も受け、設備の導入や

回収拠点の構築を図り、平成19年12月にごみ収

集車や公用バスなどでの利用が始まりました。

当初、一般市民向け回収ボックス設置に当たり、

利用者の利便性を考慮して、地域のスーパー等に

設置協力を打診しましたが、不特定多数の往来の

なかでのいたずらや汚れなどへの懸念が払拭でき

ず実現に至りませんでした。その一方で地元ガソ

リンスタンド業界から目の覚めるような迅速な協

力が得られ、スタンド 6 カ所を含めた全 9 カ所の

回収拠点体制でスタートし、現在では公共施設を

含め26カ所にまで拡大しています。

しかし、本年 2 月に不適正な質の油の使用が

原因とみられるエンジントラブルが発生してし

まいました。当事業を通じて、一般飲食店から

排出された油の多くは、給食調理や家庭からの

油に比べて、ラード分や不純物等の含有割合が

非常に高いという傾向が浮かび上がってきたの

ですが、現場でこの見極めが十分でなく、前処

理で対応しきれなかった部分で、こういった弊

害を招いてしまいました。現在は排出源の選別

や前処理の強化等を進めながら、復旧に向けて、

改善を図っているところです。

私たちの地域では 5 年ほど前から広域で一般

廃棄物の生ごみをメタンガスとしてエネルギー

利用していますが、今回の事業を安定的に稼働

させることで、いずれも生活に身近な廃棄物の

エネルギーを地域住民との協力の下、さらに有

効利用を進めていきたいと考えています。

【問い合わせ先】蕁 0125―23―1234 （内）1269

北海道滝川市

くらし支援課

天ぷら油を
自動車燃料に！

装置が搭載された 
ごみ収集車 

県外情報
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○事案の概要

X社（以下「X」という。）は、Y市（以下「Y」という。）に対する平成13年度及び同14年度の固定資産税及び法人市

民税合計約258万円を滞納していた。YはXに対し、差押予告書を送付するなどして納税を催告したが、Xはこれに応じ

なかった。そこでY職員C、D（以下「C、D」という。）は滞納処分を行うこととし、国税徴収法141条に基づく財産調

査をすることとした。

C、Dは平成15年 5 月ころ、Xの取引金融機関であるZ支店（以下「Z」という。）に事前に電話で国税徴収法141条に基づ

く財産調査の目的で訪問する旨を告げ、Zの簡易応接室において、Zの担当者 2 人に対し、Xの債務について、国税徴収法

に基づいて財産調査をしたい旨申し入れ、口頭により融資の残高などを回答してもらった。その際C、Dは、Zの担当者

からＸの滞納額を尋ねられ、C、Dいずれかが、「 2 年間で約250万円」とのおおよその滞納額を説明した。

その後Xは、漓追加融資を断られた、滷取引先からの取引を拒絶された、澆売り上げが大幅に減少した等として、慰

謝料的損害を含め2,700万円の損害賠償請求訴訟を提起した。

税務職員の守秘義務について （A夫さんは市税の徴税担当班長、B子さんは市税の徴税担当班員）

（Ａ夫）暑い中、滞納者の自宅訪問ご苦労さま。
（Ｂ子）いえ、いろいろ事情を聞かせてくれる人もいるし、生活状況なんかが分かったりもしますから苦にはな
らないんですけど、収入や財産がありそうなのに、支払ってもらえないときは気が滅入りますね。

（Ａ夫）そうだねえ、そういう人に任意に払ってもらえないということになると、次の手を考えるしかないねえ。
（Ｂ子）はい、私もやはり滞納処分を検討しないといけないと思い、今度、財産調査をすることにしたんですが、
何か気をつけなければいけないことはありますか？

（Ａ夫）滞納者とではなく、第三者との間で滞納者の財産について話をするわけだから、特に守秘義務を意識し
ておかないといけないだろうね。地方公務員には、地方公務員法34条 1 項に定められる守秘義務があることは
知っているね。そして、これに違反すれば、懲戒処分を受けたり、刑事罰が科されることになるんだ。
さらに地方税法には、守秘義務について特別の規定（22条）があって、特に重い刑罰が科されているね。

（Ｂ子）ところで、「秘密」というのはどのような情報のことをいうのですか。
（Ａ夫）秘密というのは法律的には二種類あると言われていて、一つは内容を問わず何らかの形で秘密と指定さ
れたもので、これを「形式秘」というんだ。もう一つは、「実質秘」といって、「非公知の事項であって、実質
的にもそれを秘密として保護するに価すると認められるもの」、すなわち一般に知られていない事実で、かつ
秘密として保護するだけの意味があるものをいうとされているんだ。このうち、守秘義務違反の対象となる
「秘密」は、単なる形式秘ではなく実質秘といわれているね。

（Ｂ子）財産調査にあたって秘密の漏えいに気をつけなければならないというのは、具体的にどういうことですか。
（Ａ夫）実際に税務情報の漏えいが問題となった事案は、以下のようなものだったんだよ。

伊藤綜合法律事務所　弁護士　伊藤　義文

税金滞納額漏洩
え い

国家賠償請求事件
（仙台高等裁判所　平成18年9月27日判決）
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○判決の要旨

Xの請求を棄却

漓 市税の滞納額を無関係の第三者に対し開示することは、地方公務員法34条 1 項に違反し、違法なものという

べき。

滷 Xが多額の債務を負っていたとの状況があったこともあり、Xが確実に追加融資を受けることができたという前

提事実を認めるに足る証拠はない。

澆 C、Dは滞納額を公言したものとは認められず、滞納額の告知行為は、パーテーションで仕切られた閉ざされた

簡易応接室において行われたものであり、この情報が伝播したものということはできず、取引先による取引拒絶、

売り上げの大幅減少の原因行為となるとは認められない。

潺 滞納額開示による信用失墜という事実自体が立証されていない以上、慰謝料的な損害賠償を求めるとのXの主張

には理由がない。

（Ａ夫）同じように、市民税課の職員が、滞納者の勤務先の職員に、給与所得以外の個人所得にかかる市民税・
県民税の税額を教えたとして慰謝料の請求訴訟を受けた事案があるよ（横浜地方裁判所平成18年3月15日判
決・判例地方自治288号83頁）。この事案でも裁判所は、税額を教えることが守秘義務違反に問われることを前
提にしているようだね。ただ、損害賠償義務そのものは、違法の程度がきわめて低いということを理由に否定
されているけどね。

（Ｂ子）ただ、国税徴収法141条は、滞納処分を前提とする調査ですから、ZとしてもXに滞納があることは分かっ
ていたのではないですか。

（Ａ夫）Zの担当者が国税徴収法の規定を知っていれば、確かにそのとおりだね。でも、Ｚは、Ｘの滞納が具体的
に「 2 年分で約250万円」というところまでは分からなかったんじゃないかな。国税徴収法上も、滞納に関す
る具体的内容を調査対象者に告知することは必要とされていないしね。そうすると、滞納の有無ではなく、滞
納している年数や金額といった具体的内容が「秘密」ということになるね。
国税徴収法に基づく調査をするとしても、このように具体的な情報を調査先であるＺに伝える必要はなかっ
たわけだから、「 2 年分で約250万円」という情報を伝えてしまったことは、守秘義務違反といわれてもやむを
得ないことになるだろうね。

（Ｂ子）でも、パーテーションの中で、Zの担当者 2 人に、質問に答えるために不用意に秘密を伝えただけでも、
守秘義務違反と言われてしまうのですか。

（Ａ夫）このケースも、C、DがXにいたずらに不利益を与えるつもりでＺに対して滞納額を教えたとは考えにく
いし、Zの担当者からの質問を受けて、ごく少数の人間に回答をしたのだけれど、滞納処分のための財産調査
に当たって滞納者の滞納に関する具体的な情報を第三者に伝えることは、それ自体守秘義務に反するものとし
て、違法な行為に当たるということになるね。

（Ｂ子）滞納処分による差押をすることになると、差押手続の時点で相手方に滞納金額や税目、年数等までが
差押調書に書かれることになりますよね。それでもこのケースでは守秘義務違反が問われることになるん
でしょうか。

（Ａ夫）最終的に滞納処分をすることになれば君の言うとおり知れてしまうけど、財産調査の時点では、「開示が
許される情報」ということはできないだろうね。
さっきあげた 2 件の判例では、結果的に損害賠償そのものは否定されているけど、裁判所が滞納額や滞納年
数、個人の税額などを第三者に教えることが、守秘義務違反として違法と判断していることをよく認識してお
かなければならないね。

（Ｂ子）分かりました。調査の際には発言の内容に気を付けるようにします。
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制度の概要

平成20年 4 月30日に公布された地方税法の改正により、地方公共団体間の財政力格差を平準化し、ふるさ

とを応援したいという納税者の思いを生かすことができるよう、「ふるさと納税」制度が導入されました

（平成21年度分以後の個人住民税から適用）。

これまでも都道府県・市区町村に寄付金を支出した場合には、10万円を超える部分について所得控除をな

す「ふるさと寄附金控除」制度がありました。これに対して「ふるさと納税」制度では、都道府県・市区町

村に対する寄附金のうち、5,000円を超える部分について、個人住民税所得割の概ね 1 割を上限として、所得

税及び住民税から控除されることとなり、寄付金税制が拡充されました。

具体的には、標準的な算定では、夫婦子 2 人の年収700万円の給与所得者が40,000円寄付した場合、寄附控

除対象額は35,000円（寄附金40,000円－適用下限額5,000円）で、所得税から控除される額は3,500円（寄附控

除対象額35,000円×所得税の限界税率10％）、住民税の税額控除額は31,500円になります。

寄附の対象は出身地や過去の居住地に限定されず自由に選ぶことができますが、寄附金控除を受けるため

には、寄附を行った方が、都道府県・市区町村が発行する領収書等を添付して住所地の市区町村に住民税の

申告をする必要があります（所得税の確定申告を行う場合は住民税の申告は不要）。

なお、民間の福祉団体などへの寄附金についても、都道府県・市区町村が条例で指定した場合、寄附金の

うち5,000円を超える部分について税額控除（税額控除率は、都道府県指定の場合は 4 ％、市区町村指定の場

合は6 ％）となる改正も併せて行われました。

現在の状況と今後の課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

各自治体において、パンフレットやホームページでのPRや特産品などの特典により寄附を促す工夫がなされ

ているようです。例えば、今年度に3,000万円の寄附を見込む萩市では、寄附のお礼に萩焼やナツミカンなどを

贈っており、6 月末までに、首都圏や関西を中心に138件約500万円の寄附があったとの報道もなされています。

「ふるさと納税」制度により、納税者の選択肢が広がり、納税や寄附を促す工夫をすることで地域活性化

が図られ、税や地方に対する関心が喚起されたということができるでしょう。しかし、その一方で、事務作

業のコストなどを考えると本当に歳入増につながるのかといった疑問や、特産品の贈与等についてもその是

非について様々な問題点が挙げられています。

さらに、「ふるさと納税」制度は、そもそも行政サービスに対する納税という応益関係に基づくものでは

ないことから、地方税制度を脅かすものとの指摘もあります。

以上より、「ふるさと納税」制度の活用については、今後の動向が注目されるとともに、各自治体のこれ

からの地方財政に対する考え方そのものが問われることとなるでしょう。

地方税法の改正について
―「ふるさと納税」制度（個人住民税の寄附金控除制度）―

愛知大学法学部　助教　山本　未来



27

■求められる意識変革

地方分権という大きな流れの中で、地方公共
団体には、これまで以上に行財政基盤を強化し、
地域の持つ特性を生かし、市民との協働を促進
しつつ、独自の行政運営を行っていくことが求
められている。ある意味、自治体間競争のはじ
まりともいうべきことであるが、とりわけ住民
に最も近い基礎自治体としての市町村職員に
は、地域課題や市民ニーズを素早く把握し、施
策立案から事業化までスピード感を持って具体
的に解決していく、という意識変革と自覚を持
つことが求められ、市民もそのような職員に期
待をしている。
■「市民活動」支援にかかわり…

平成11年から 9 年間、市民のボランティアや
NPO活動など市民活動への支援の仕事にかかわ
る中で、本当に多くのことを学んだ。少子・高
齢化が急速に進む中、さまざまな地域課題や複
雑・多様化する市民ニーズに対応するため、行
政のみならず、新たな公共の担い手として期待
される市民活動を、どのように地域に根付か
せ、広げ、発展させていくか。そのために、
職員としてどう市民と向き合い、かかわり、
どのような施策を展開していくか。模索を繰

り返しながら現場を走り続けた毎日であったと
思っている。
■「ニーズは現場から」

「事件は現場で起きている…」ではないが、
机上でいくら議論して施策を立案しても、市民
意識や地域の実態、ニーズに根差したものでな
ければ、まさしく机上の空論となってしまう。
自治体職員は、積極的に地域に出向き、市民生
活の現場にかかわり続ける中で、市民との信頼
関係も築いていけるし、地域における生のニー
ズも捉えることができると思っている。
事例をひとつ紹介すると、市川市では、高校

生などを対象に「夏休み体験ボランティア」、
通称「夏ボラ」事業を平成13年度から実施して
いる。毎年、1,000人位の高校生、大学生など
が参加して大変好評を得ている。今年で 8 年目
となるが、今では市民活動等の普及・啓発推進
のための主要な事業になっている。ボランティ
ア体験の場の受け皿として、公立保育園などの
ほか、地域で活動しているNPOなど市民活動団
体が体験メニューを用意して受け入れて下さっ
ている。この事業を始めるきっかけとなったの
は、団体の活動現場に行ったとき、会員の一
人が「学生さんなどの若い人がもっと活動に
入ってきてくれると、会員も元気になり、マン
ネリ意識が消えて活動も活発になるのにね。」
という、つぶやきにも似た一言がヒントにな
った。意外にも別の団体の現場に行ってもそ
のような声が多くあったことから、施策立案
して事業化したものである。
■「市民の目線」に立って…

もとより行政は市民のために行われるもので
ある。自治体職員においては、慣例や前例踏襲
といった悪しき意識を捨て、市民と行政の見え
ない垣根を、根気強く取り払っていく努力が必
要ではないだろうか。職員も一人の市民なのだ。
市民と同じ目線に立ち、互いの情報を共有し、
共感性を大切にしながら行動していきたいと
思っている。

“ニーズは現場から…”を
忘れずに！

市川市　
企画・広域行政担当
副参事

寺沢　和博
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本書は、自治体政策に影響のあった事件、自治体に
関する国の立法政策に影響を与えた事件をテーマごと
に解説した自治体政策に係る判例解説集です。判例は、
自治体職員なら一度は耳にしたことがある徳島市公安
条例事件、奈良県ため池条例事件等の有名判例から、薬
害エイズ事件、那覇市情報公開条例事件等の最近の重要
判例まで幅広く取り上げられています。
重要判例について解説している本は判例百選をはじめ

としていろいろありますが、通常その解説は個別具体的
な法解釈論を中心としています。しかし本書は、重要判
例について、自治体の訴訟がその後の自治体政策にどの
ような影響を及ぼしたか、という観点から書かれており、
自治体の訴訟法務を政策法務と関連付けて解説している
点で非常に興味深いものがあります。また筆者は、分権
化時代の自治体法務においては自治体政策を訴訟という
局面で主張することが重要であるとし、訴訟運営を弁護士
任せにするのではなく、訴訟担当、原課、弁護士が一体と
なって訴訟に対応していくべきと主張しており、現在の多
くの自治体における訴訟運営について考えさせられます。
本書は、重要判例を政策法務の観点から解説する本とし
て貴重であり、法務担当職員はもちろん、それ以外の自治
体職員も、この本を読むことで、有名判例から最近の重要
判例までを自治体政策の観点から整理し直し、個々の政策
判断に生かしていただきたいと思います。

自治体政策と
訴訟法務

天野巡一、石川久、
加藤良重　編著
（学陽書房　刊）

意見の広場
テーマ：上 司 へ 一 言 ・ 部 下 へ 一 言

上司へ一言

・ムードメーカーとなってほしい
職場が明るければ仕事も楽しいというもの。それも上司
の存在大。何か問題があっても、いやなムードをまき散
らすなんてどうかと思う。

・さり気ない博識がいい
職場で新聞は広げられないけど、世界や日本の出来事・
行政の動きなどをチェックしていて欲しい。

－そんな上司に私もなりたい－

部下へ一言

本年 4 月、課長を拝命した新米課長です。以前と比べよ
うもないくらい大きなプレッシャーを感じています。まし
て、初めて経験する業務ともなると、その内容を覚えるだ
けでも大変なうえ、毎日のように報告、連絡、相談を受け
ますが、まだ「こうすべき」と断言できるほどの自信はあ
りません。こんな私を支えてくれる多くのスタッフに心か
ら感謝。今は一日も早く信頼される上司になりたいと願い
つつ、たまには気軽に雑談に加われる心の余裕も持ちたい
と思う今日この頃です。

上司へ一言

私が今まで一緒に仕事をした上司の中で、また一緒に仕
事をしたいと思う上司はあまりいない。大半は『仕事抜き
ならいい人なのに』と思う人ばかりだ。（お互い様かもしれ
ないけど）仕事を通じて人の本性がよくわかると改めて思
う。仕事をしないで威張っているだけの上司、責任逃れを
する上司、そういう様な上司ではなく、職場の皆が気持ち

よく働ける環境に導いてくれる上司の下で働きたい。上司か
ら飲みに誘うのではなく、部下から誘われる上司がいい。部
下はそういう上司について行くと思う。

部下へ一言

仕事は正確・迅速にこなし、上司からの難解な問いにもＰ
Ｃを巧みに使って適切な解答を導き出す、最近の若手職員は
優秀だなと部下を持つ立場になり感じている。しかしながら
少々不足しているのが職員間でのコミュニケーション。地方
分権第 2 ステージが目前となり今後も業務量の増が予想され
るが、職員数は抑制されたままという構図は変わらない。小
規模自治体がこれからの行政課題を乗り越えていくには、よ
り強い結束力で組織が一体となることが必要条件になると思
う。何でもイントラネットで済ませるのではなく積極的に会
話や議論をして互いの考えや本心を理解し、一丸となって仕
事に取り組んでもらいたい。

上司へ一言・部下へ一言

子育てを通して感じること。それは、子供（特に小さい頃）
にとっては、親がすべて基本（行動・言動等）となっていると
いう事。子供は親の行動をよく見ていて、ある時子供が自分と
同じ行動をしていてはっとする事がある。そして、自分の行動
を改めなくては…と思うことがある。場所は変わり職場でも、
部下は上司をよく見ている。特に新人の頃は、右も左もわから
ず、お手本になるのは、上司だから…。だから、後輩ができれ
ば、常に自分がお手本になっていることを意識して仕事をして
いなくてはいけないと思う。後輩も先輩の仕事をみて、良い所
をどんどん吸収して欲しいと思う。

お薦めの 1 冊

●推薦：二瓶　和郎（八千代市総務課）
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